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貸 借 対 照 表 
     (平成２7年３月３１日現在)       （単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 
科     目 金   額 科     目 金   額 

流 動 資 産 20,543,740 流 動 負 債 11,862,025 

現 金 預 金 2,759,114 支 払 手 形 429,604 

受 取 手 形 368,242 工 事 未 払 金 5,941,479 

完成工事未収入金 16,142,371 短 期 借 入 金 2,160,568 

未 成 工 事 支 出 金 445,734 リ ー ス 債 務 20,081 

材 料 貯 蔵 品 111,833 未 払 金 443,762 

前 渡 金 94,969 未 払 法 人 税 等  537,658 

未 収 入 金 15,331 未 払 消 費 税 等  609,756 

繰 延 税 金 資 産  554,633 未 成 工 事 受 入 金 21,716 

そ の 他 51,510 預 り 金 149,248 

  賞 与 引 当 金 1,060,378 

  工 事 損 失 引 当 金 399,270 

  災 害 補 償 引 当 金 88,500 

固 定 資 産 5,689,805   

有 形 固 定 資 産  3,794,258 固 定 負 債 1,698,467 

建 物 2,064,802 長 期 借 入 金 302,784 

構 築 物 87,342 リ ー ス 債 務 34,442 

機 械 装 置 104,343 退 職 給 付 引 当 金 1,238,415 

車 輌 運 搬 具 27,777 役員退職慰労引当金 60,440 

工 具 器 具 ・ 備 品 55,404 環 境 対 策 引 当 金 14,293 

土 地 1,325,269 資 産 除 去 債 務  47,359 

リ ー ス 資 産 59,081 そ の 他 734 

建 設 仮 勘 定 237   

  負 債 合 計 13,560,492 

無 形 固 定 資 産  46,321 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ ェ ア  46,182 株 主 資 本 12,606,056 

そ の 他 139 資 本 金 472,000 

  資 本 剰 余 金 94,978 

投資その他の資産 1,849,225 資 本 準 備 金  94,978 

投 資 有 価 証 券  293,273 利 益 剰 余 金 12,039,077 

関 係 会 社 株 式  966,691 利 益 準 備 金  94,255 

出 資 金 1,300 その他利益剰余金 11,944,822 

長 期 貸 付 金 2,197 別 途 積 立 金  1,750,000 

繰 延 税 金 資 産  430322 繰越利益剰余金 10,194,822 

そ の 他 169,631 評価・換算差額等 66,996 

貸 倒 引 当 金 △14,190 その他有価証券評価差額金 66,996 

  純 資 産 合 計 12,673,053 

資 産 合 計 26,233,546 負債・純資産合計 26,233,546 
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個 別 注 記 表 
I. 重要な会計方針 

１. 資産の評価基準及び評価方法  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
 

子会社株式及び関係会社株式  

市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの 移動平均法による原価法 

 

(2) デリバティブ      時価法によっております。 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金    個別法による原価法 

材料貯蔵品      先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定） 

 

２. 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産     定率法〔但し、平成１０年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を

除く）については定額法〕によっております。 

 

(2) 無形固定資産         定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法で償却しております。 

 

(3) リース資産      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成２０年３月３１日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

３. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金      営業債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績に基づいた実績率により、また、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

(2) 賞与引当金      従業員の賞与支給に備えるため、次回賞与支給見込額の当事業年度対

応分を計上しております。 

 

(3) 工事損失引当金    受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持ち工事のうち、損失の

発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積もることができる工事につ

いて、損失見積額を計上しております。 

 

(4) 災害補償引当金    過去に発生した工事災害による将来の損失補償について、当事業年度

末における支払見込額を計上しております。 

 

(5) 退職給付引当金    従業員（執行役員含む）の退職給付に備えるため、当期末における退職

（リース資産を除く） 

 

（リース資産を除く） 
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給付債務の見込額に基づき計上しております。 

なお、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込み額を当期末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残余勤務期間以

内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生した翌期から費用処理することとしております。 

 

(6) 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額に

基づき計上しております。 

 

(7) 環境対策引当金    有害物質（ポリ塩化ビフェニル等）の廃棄に係る将来の支出に備える

ため、処理見込額を計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。 

なお、工事進行基準による完成工事高は、１６,８９５,６４５千円であります。 

５. 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理によっております。 

 

(2) ヘッジ手段と対象 

① ヘッジ手段：為替予約 

② ヘッジ対象：外貨建金銭債務 

 

(3) ヘッジ方針      デリバティブの取引に関しては、社内管理規程に基づき実施しており

ます。外貨建金銭債務に関わる将来の為替変動リスクを減少させるた

め、将来の実需を勘案して必要な範囲で為替変動リスクをヘッジして

おります。なお、売買益を目的とした投機的な取引は一切行わない方

針としております。 

６. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

II. 貸借対照表に関する注記 

１. 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

  建 物                          ８９０，７４６千円 

土 地                          ９８３，１１５千円 

上記に対応する債務 

短期借入金                       ２，１６０，５６８千円 

長期借入金                         ３０２，７８４千円 

 

２. 有形固定資産の減価償却累計額                             ４，０３９，９９３千円 

 

３. 保証債務 

株式会社スガテックマネジメントの銀行借入に対する債務保証    ２７６，６００千円 

 

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権                     ６，９３８，２２１千円                         

  短期金銭債務                     ２，１５３，４１４千円 
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５. 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に

対応する額は１,３６０千円であります。 

 

 

III.税効果会計に関する注記  

１. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金                        ３５０，９８５千円 

工事損失引当金                      １３２，１５８千円 

減価償却費                        １１５，１５４千円 

退職給付引当金                      ４０１，７８１千円 

土地評価損                        １４２，３６８千円 

未払事業税                          ４０，１０６千円 

その他                          １４２，３６８千円 

繰延税金資産小計                   １，３２４，９２４千円 

評価性引当額                      △３０７，９４５千円 

 繰延税金資産合計                    １，０１６，９７８千円 

 

繰延税金負債 

有価証券評価差額金                    △３２，０２２千円 

繰延税金負債合計                     △３２，０２２千円 

繰延税金資産の純額                    ９８４，９５５千円 
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IV.関連当事者との取引に関する注記 

１. 主要株主（会社等に限る）等 

（注１）取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格を勘案して､交渉の上で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

 

２. 子会社及び関連会社等 

(注１)取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格を勘案して、交渉の上で決定しております。 

(注２)取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

 

 

  

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

主要株主 
新日鐵住金

株式会社 

東京都 

千代田区 
419,524,979 

鉄鋼製品 

の製造 

及び販売 

17.3％ 
・同社より、機械設備の設計、

製作、据付及び整備工事を受注

している 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

売上高 14,415,618 工事未収入金 6,930,953 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

子会社 

株式会社 

インターコ

ープ 

東京都 

港区 
90,000 

建設用機材・資

材 

の販売等 

100％ 

・建設用機材・資材等の発注 

・同社に事務所の一部を転貸 

 し及び賃貸している 

・同社に対し、経営指導をおこ

なっている。 

 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 3,924,050 工事未払金 2,112,341 

販売費及び一般管理費 5,494 未払金 40,495 

受取配当金 60,000 ― ― 

雑収入 60,577 ― ― 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

関連会社 

株式会社 

スガエンタ

ープライズ 

東京都 

江東区 
27,600 ｺﾞﾙﾌ練習場等 32.2％ 

・同社より担保の提供を受けて

いる 

・同社に駐車場を賃貸している 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

支払利息 3,999 ― ― 

担保受入 400,000 ― ― 
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３. 兄弟会社等 

(注１)取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格を勘定して、交渉の上で決定しております。 

(注２)取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

 

 

V.１株当たり情報に関する注記 

１. １株当たり純資産額                    １，４３２円８７銭 

２. １株当たり当期純利益                      ６９円７６銭 

 

VI.重要な後発事象  

   該当事項はありません。 

 

VII.当期純損益金額 

   当期純利益                         ６１７，０００千円 

 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

その他の 

関係会社 

の子会社 

新日鐵住金

エンジニア

リング株式

会社 

東京都 

品川区 
15,000,000 

製鉄・環境

プラントの

建設等 

― 
・同社より、機械設備の設計、 

製作、据付を受注している 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

売上高 3,001,400 工事未収入金 1,851,829 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

北海製鉄 

株式会社 

北海道 

室蘭市 
80,000 

機械設備・ 

装置・プラ 

ントの設

計・製作・

工事等 

― 
・同社より、機械設備の設計、 

 製作、据付及び整備工事を 

 受注している。 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

売上高 1,263,703 工事未収入金 728,641 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

日鉄住金環

境プラント

ソリューシ

ョンズ株式

会社 

福岡県 

北九州市 
50,000 

廃棄物の溶

融処理・焼

却施設など

の運転・管

理、整備保

全等 

― 

・同社より、機械設備の設計、

製作、据付及び整備工事を受注

している。 

 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

売上高 715,971 工事未収入金 296,702 


